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『鳴り砂』2-106 号 別冊 2020 年 5 月 20 日 

 

 雑感  3.26女川２内部被ばく＝東北電力の「感受性」 
 

2020.3.26 に女川２作業員が弁の点検・清掃

中に内部被ばくするトラブルが起こりました。

その「原因」と「再発防止対策」＜4.13 報告・

別紙＞から、東北電力の“技術的能力”以前の

‘現場感覚・「感受性」のなさ’を改めて確認し

たいと思います。 

 

3 月 24 日、下請「企業の作業員Ａ（作業責任

者）および作業員Ｂは、…弁…の分解後、各部

品を除染するため、必要な装備を装着し、各部

品をビニール袋の中に入れたうえで、濡れた布

での拭き取り作業を実施」し、「弁棒については、

一部が凹凸構造となっており、凹部（溝）の隙

間が狭かった（１ｍｍ未満）ため、作業員Ｂは、

繰り返し拭き取り作業を実施」。ここで、上記「必

要な装備」がどのようなものかは不明（弁分解

のため「防護マスク」は着用か？）。また、「除

染するため」とありますが、濡れた布を用意し

た（元請から用意された？）作業員は、除染（放

射性物質の除去）というよりは、錆・水垢その

他の表面汚れの「清掃作業」と思っていたはず

で、だから、細かな溝のある弁棒を、錆・汚れ

が取れにくいから「繰り返し拭き取り」したも

のと思われます（【下図＜4.13 参考１＞】の「手

入れ・磨き」との表現からも、作業目的が「除

染」というより「清掃」であることは明らか）。

3.26 の手入れ作業＝研磨材（硬いスポンジ？）

による磨き作業時も含めて、「細かな溝部」の清

掃に「ブラシ」等を用意しなかった“段取りの

悪さ（24 日に布（ウエス）の作業性の悪さを感

じたなら、せめて 26 日にはブラシを用意するの

が当然では）”を感じるのは、筆者だけでしょう

か。【下図：（２）図内の「研磨剤」はおそらく

誤記。（３）の下の赤囲みは筆者加筆。】 

そして、決定的なのは、せっかく（２）のよ

うに（「研磨材のかす＝錆・汚れ＝放射性物質」

が多く溜まらない・付着しないように＝外部被

ばく軽減のため？）ビニール袋やゴム手袋を「こ

まめに取替えながら作業」しても、（３）のよう

にビニール袋内で「洗浄スプレー」を噴射して

は“何もかもが台無し”です（手の出し入れや

袋交換は（２）「こまめな交換時」にも生じると

思われ、飛散の主原因とはなりません）。 

付言すれば、「4.13 報告」は「内部被ばく」の

みに焦点を当てていますが、スプレー噴射で飛

び散った放射性物質（錆に含まれるコバルト６

０等）により作業現場（原子炉建屋１階の管理

区域）周辺も汚染されたことは明らかで（それ

こそスミヤ法で測定・除染確認すべき）、その汚

染濃度や範囲（面積）に一切言及していない（＝

作業現場の汚染はどうなった？ 
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東北電力が気付いていない？）のは問題だと思

います。 

 

さて、本題の「原因」と「対策」ですが、ま

ず、原因①の「スミヤ法採用の不適切さ」はそ

の通りです（同法は、スミヤろ紙で表面を拭き

取り付着した汚染物を測定する、平らな表面に

適した測定法）が、対策②の「放射線測定器に

よる直接測定」や「構造に応じた適切な測定方

法」などは“口先だけ・机上の思いつき”でし

かないと思います。なぜなら、測定器と測定対

象物との距離や位置関係などの測定方法や、測

定値がいくらからいくら以下になったら「除染」

された（マスクなしで作業しても安全？）と判

断するかなど不明な要素が多く、そのような対

策では、次は‘直接測定の方法が不適切だった

ため内部被ばく’などという事態が繰り返され

るのは確実です。しかも、作業前に計測せず、

清掃後に計測したのは「Ｂ装備※３での作業が可

能なレベルまで除染されたことを確認」＜別紙

１＞するためで、単にマスクなし作業（Ｂ装備）

を正当化するためで、‘手先等の外部被ばく低減’

などを目的としたものでないことは明らかです。 

次に、原因②の溝のある弁棒の除染に「ビニ

ール袋内作業」は不適切だったから、対策①で

「ビニール袋を用いた

作業を適用せず、放射線

防護上、より厳しいＣ・

Ｄ装備※４での作業とす

る」としています。でも、

「Ｃ・Ｄ装備※４」と、

今回内部被ばくが生じ

た 3.26 時の「Ｂ装備※

３」との違いは、「ゴム手

袋」が二重かどうかと

「防護マスク」だけで、

しかも防護マスクは「必

要に応じて着用」なの

で、次は‘着用の判断が

不適切で内部被ばく’と

弁解するのは目に見え

ています。そもそも、放

射性物質の飛散の可能

性がある場合は、防護マ

スクは「必ず着用」すべ

きではないのでしょう

か。また、東北電力がど

んな「調査の結果、適切

ではなかった」と判断し

たのか調査内容・判断根

拠が不明ですが、筆者

は、汚染の拡散を防ぐための「ビニール袋内作

業」は決して不適切だとは思いません。不適切

だったのは具体的な作業方法で、弁棒やウエス・

ブラシ・研磨材などの清掃用具を予めビニール

袋に入れ（口をゴムひも等で縛り）、袋の外側か

ら袋内の用具で溝部の清掃を行なえば（用具が

汚れたら袋ごと交換し、弁棒をまた新しいビニ

ール袋セットに入れ、作業を繰り返す）、内部被

ばくも外部被ばくも、作業現場の汚染も、かな

り低減できると思います。東北電力は「ビニー

ル袋を用いた作業を適用せず」、「適切な放射線

防護措置を講じる」と述べていますが、では、

具体的にどのような作業を想定しているのでし

ょうか。開放空間での作業となれば、ビニール

カーテンで作業区域を仕切り、下にビニールシ

ートを敷いたとしても、“むき出しの弁棒”から

は清掃作業（特に手入れ・磨き）に伴い錆・汚

れ（＝放射性物質）の飛散が十分に予想され、

防護マスク着用で内部被ばくは防げたとしても、

作業着・長靴等や作業現場も広範に汚染され、

作業後にシート等を撤収する際、付着した錆・

汚れが舞い上がり、建屋内を汚染する可能性が

あるのではないでしょうか（その時は、シート

等の畳み方・巻き方が不適切、「手順書に明確に

定めていなかった」と、弁明するのでしょう
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か？）。いずれにしても、具体的な作業イメージ

も持たず、「適切な放射線防護措置を講じる」等

の抽象的文言で‘対策を講じたつもり’になっ

ていること自体が、（以前から筆者は指摘してい

ますが）同様のトラブルの再発を招くのです。 

原因③の「当社は、ビニール袋の中で作業を

行う際に、放射性物質の拡散を防止するために

遵守すべき措置（ビニール袋の中で洗浄スプレ

ーを使用しない等）を、当社の手順書に明確に

定めていなかった」から、対策③で「ビニール

袋内作業を実施する際に放射性物質の拡散を防

止するために遵守すべき措置（ビニール袋の中

で洗浄スプレーを使用しない等）を明確にする」

に至っては、思わず筆者の方が“噴き出して”

しまいました。「洗浄スプレー」は、‘微細な錆・

汚れ等を吹き飛ばす＝飛散させる’のが“目的”

なので、ビニール袋の中だろうと開放空間だろ

うと、放射性物質の除染にはそもそも用いるべ

きではないと思います（原発以外の発電所では

積極的に使用しても何も問題は生じません）。東

北電力が、「ビニール袋の中」に限った洗浄スプ

レーの使用禁止を定めるだけなら、次は‘手順

書で許された開放空間での洗浄スプレー使用で、

微細な放射性物質（錆・汚れ）が飛散して作業

現場が汚染。近くで別作業をしていたマスクな

し作業者が内部（＋外部）被ばく’等の事態が

生じると思います。また、個々の事項を手順書

に明記しても、本質を正しく理解していない限

り、効果は期待できません。（特に１次冷却系に

関わる）「清掃（除染）作業」は、「錆・汚れ＝

放射性物質」を直接取り扱うもので、「被ばく（外

部・内部）の危険性」があるということを、元

請にも下請にも十分に教育訓練しておくべきで

す。それをせずに、「なお、このような原因に至

った背景として、今回の作業を担当した元請企

業では、過去に、多くの溝部を有している複雑

な構造の弁の点検を行った経験はあるものの、

当該弁のような、汚染レベルが高く、複雑な構

造の弁の点検が初めてだったことが挙げられ

る。」などと、“上から目線”の「感受性」＜後

述＞で元請・下請に安易に責任転嫁するから、

トラブルは再発し続けるのです。【右図＜4.13

参考２＞：ただし、筆者は、細かな溝＝「複雑

な構造」だとは思いません。溝の深さが何 mm

か記載しないのは、「企業秘密」だからでし

ょうか。】 

そもそも作業前の線量測定を義務付け

ず、‘汚染レベル＝被ばくの危険性が高い’

という認識が不十分なまま作業をさせたの

は、東北電力の責任ではないでしょうか。ま

た、前述のとおり「洗浄スプレー」は放射性

物質を飛散させるので、汚染レベルが低くても

原発内では使用禁止にしておくべきで、それを

長年放置してきたからこそ、今回の弁棒清掃に

も使用されたのではないでしょうか。（なお、溝

の多い部品の清掃経験があるなら、元請は「ブ

ラシ」くらいは用意してしかるべきだと思いま

すが。） 

 

東北電力は、正式な審査合格に先立ち、令和

２年２月４日付『原子力発電所の安全性向上へ

の取り組みについて ～再出発へ向けた取り組

み～』を規制委に提出し、「運転時の技術力，感

受性を高める」、「全社を挙げて，協力企業と一

体となり取り組む」と宣言していますが、発電

所の運営管理に重要な「感受性を高め，自ら気

付き，改善・予防していく仕組み」が“全く機

能していない”現実に、「自ら気付く」べきです。 

同様の規制委向け 2020 年 1 月 16 日『原子力

安全の向上に向けた取組みについて』で東電は、

「事故トラブル事例を分析した結果、共通の要

因が存在」するとして、「現場の事前確認が不十

分であり、リスク抽出ができていない。当社の

管理が現場の変化に追いついていない。現場の

細部（設備や機器の状態、作業員の振舞等）に

おいて、確認すべきところを確認していない。

当社と協力企業の双方が協働して、チームアッ

プ、現場/現物の確認、手順書の作り込み等が十

分に行われていない。」と分析していますが（そ

れが実際に実現されるかどうかはさておき）、同

じ原子力事業者である東北電力の現状をも正確

に言い当てています。 

 

国（規制委・規制庁）は 2.26 パブコメ回答で、

「②事業者責任の再認識」として、「「原子力安

全」の確保は、一義的には事業者の責任である

と再認識し、規制値が安全確保の十分条件と考

えずに高い目標を意識して活動する。潜在的な

リスクに対して十分な確証やデータが得られて

いない場合でも、また、少数意見であってもそ

れを受け入れて検討する職場風土を醸成する。

これらのことは事業の責任者であるトップにと

り優先されるべきである。」＜17 頁＞などと述

べ、（福島事故の教訓を踏まえ、国に批判の矛先
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が向かわないように予防線を張る意味合いも含

め）“事業者の責任”を強調しています。先日示

された国の審査結果＜2020.3.23 第２３回検討

会・規制庁資料-2＞でも、あらゆる事故防止対

策・安全確保対策について「適切に実施される

方針であることを確認」したとされていますが、

確認したのは「適切に実施される方針」（設置変

更許可申請内容）だけですから、事故が起こっ

たら（工事計画・保安規定策定も含め）‘その方

針を適切に実施しなかった事業者の責任’とな

ることは明らかです。さらに、別稿及び次に記

載のとおり、この４月から定期検査すら（定期

事業者検査に変更され）事業者にすべての責任・

負担が課されるようになっており、かつてのよ

うに‘何でもかんでも（原発推進仲間の）国を

頼る’ことはできないのです。 

一方で、国は、2020.4.1 規制庁『新たな検査

制度（原子力規制検査）の本格運用について』

の「参考１：2016.11 検査制度の見直しに関す

る中間取りまとめ（抜粋）」のⅣ．２（３）で、

「制度運用の透明性、予見性を確保するため、

…運用ガイド等を策定する。その中で、事業者

の保安活動の実態を把握すること、事業者が的

確に改善点を抽出、改善して結果に結び付けて

いるかを監視すること、個々の気付き事項の改

善と安全確保水準の向上を視点として事業者の

保安活動の状況を評価していくこと、事業者と

規制機関が安全上の問題点を共通認識としてい

ける体系とすること等について考慮する。」とし

ていますが、女川原発での今回の内部被ばくも

含めた数々のトラブル発生、それに対する東北

電力の「原因究明と対策」について、実態把握・

監視・評価が適正・厳密になされているのでし

ょうか。ちなみに、＜2.26 審査書＞では、「Ⅱ 

発電用原子炉の設置及び運転のための技術的能

力」の「４（２）」で「③…運転及び保守におい

て不適合が発生した場合、各業務を主管する組

織の長は、不適合を除去し、原因を特定した上

で是正処置を実施する。」＜7-8 頁＞という申請

について、「申請者の…運転及び保守を遂行する

ために必要な品質保証活動体制の構築が適切な

ものであることを確認した」と述べていますが、

本稿で指摘したような「ビニール袋の中で洗浄

スプレーを使用しない等を明確にする」という

レベルの“的外れ”な「原因」特定と「対策（是

正処置）」の一体どこが「適切なもの」なのでし

ょうか。 

 

いつでも‘事件（事故）は現場で起きている

（起こる）’のです。 

 

＜2020.5.3 完＞ 

（仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

 

♨❀ 時間を持て余しているなら、規制委ガイド２つ ♨❀ 
 

別稿「女川２内部被ばく問題」完成後、「定期

事業者検査」に関して“長沢解説（反原発新聞

504）頼み”ではまずいと思い、規制委ＨＰで関

係資料を探しました。 

その過程で面白そうな「ガイド」２つを見つ

けましたので、紹介させていただきます。外出

自粛等で‘時間を持て余している’ときはご覧

ください（短編ですが、難解なお役人文書の一

面もあり、頭の体操にもなると思います）。 

 

いずれも昨年末（令和元年）１２月２５日制

定 の 『 原 因 分 析 に 関 す る ガ イ ド 』

（https://www.nsr.go.jp/data/000304078.pdf）

と『健全な安全文化の育成と維持に係るガイド』

（https://www.nsr.go.jp/data/000304077.pdf）

で、今年４月１日施行の最新版です。 

前者『原因分析ガイド』（全 10 頁）は、「原子

力施設の保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の基準に関する規則（令和２年原子力

規制委員会規則第２号。以下「品質管理基準規

則」という。）の第５２条第１項では、原子力事

業者等に対して、発生した不適合その他の事象

が原子力の安全に及ぼす影響に応じて、速やか

に適切な是正処置を講じることを求めている。」

ことから、「原因分析に関する事業者の活動を確

認」する際の規制庁「審査官及び検査官が原因

分析に係る要求事項等について、理解を深める

ために用いるもの」とのことです。後者『安全

文化ガイド』（全 25 頁）は、同じく「品質管理

基準規則」の「第４条第５項等では、原子力事

業者等に対して、健全な安全文化を育成し維持

すること等を求めている。」として、「事業者の

活動の確認」を行う際に「審査官及び検査官が

健全な安全文化の育成と維持に係る要求事項等

について、理解を深めるために用いるもの」と

のことで、いずれも規制庁職員（審査官・検査

官）向けのガイドのようですが、事業者チェッ

ク時の要点がまとめられており、私たちが東北
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電力等をチェックする時にも（多少は）役立ち

そうですし、一方で、国の確認作業（表面をな

ぞる「スミヤ法」で複雑な部品の汚染状況を把

握しようとするようなもの：別稿参照）の“抜

け落ち・不十分さ”も分かると思います。 

 

『原因分析ガイド』では、「これまでのガイド

ラインでは、直接要因…を分析する直接原因分

析と組織要因を分析する根本原因分析に分けて

いたが、不適合の原因の分析には、技術的、人

的及び組織的要因並びにこれらの間の相互作用

を考慮することの重要性に鑑み、本ガイドでは

…、発生した不適合が安全に及ぼす影響の程度

を考慮して分析を行う」＜1.5 の（注記）＞とさ

れ、最初に「発生した不適合に応じて適切な原

因分析を実施することを目的として、不適合が

安全に及ぼす影響の程度等から、発生した不適

合をいくつかの等級に分類する」＜1.4(3)＞こ

とが求められ、その理由として、分類により「原

因分析の実施体制、原因分析の手法、原因分析

に投入する資源の量等が決定される」＜2.「視

点 1-1」の解説１＞ことを挙げています。筆者

の読解力では、“投入資源＝調査に要する人員・

時間等”の節約のため、最初（原因究明前）か

ら‘安全に及ぼす影響は低い＝些細なミス’な

どと分類し、予断を持って分析することを推奨

しているように読めるのですが、誤読でしょう

か。 

次に、「不適合が発生した系統、機器等の故障

の状況（機器の脱落、機器の緩み等）、関係する

作業の実施者、関係する作業の実施時間帯【鳴

り砂№257「魔のゾンビ・ゾーン」参照】、不適

合を検知した時の運転状態（定期点検中、試運

転中等）、不適合と関係する要因（記憶の誤り、

並行作業による混乱、手順書の改訂ミス等）な

どの共通している複数の不適合」＜2.「視点 1-

2」の解説２＞を明らかにすることは、「共通す

る…原因によって引き起こされた不適合の再発

が防止できることが期待される。さらに、潜在

的な不適合の発生の防止も期待できる」＜補足

説明１＞ことから非常に重要だと思いますが、

これまでの女川原発以外の事故報告を含め、そ

こまできちんと原因分析・報告した例を筆者は

知りません。 

その理由は、「機器故障、人間とその周囲の環

境（他の人間、機器、温度や照度、手順書等）、

要員同士のコミュニケーション」＜補足説明３

＞などの要因を分析するには、「機器及び系統、

自然現象、人的要因、組織的要因、リーダーシ

ップ、マネジメント、安全文化等」＜補足説明

４＞の知識が必要で、「例えば、機器故障によっ

て不適合が引き起こされた場合には、当該機器

の設計、構造、運転、保守等の技術的側面に関

する知識が必要である。また、コミュニケーシ

ョンエラーや手順書の改訂ミス等といった不適

合が関係する場合には、組織的側面に関する知

識が必要である。さらに、人間はどのような状

況になるとどのような失敗をしやすいか、周囲

との関係が不適切となった時にどのようにして

失敗に追い込まれてしまうのか等人的側面に関

する知識が必要」＜同４＞などと列挙されてい

ますが、この間の東北電力その他の事故報告（及

びそれらを容認した国の規制当局の姿勢）を見

る限り、そのような広範な知識を有する「事故

分析のスペシャリスト」はほとんどいないから

ではないでしょうか。だとすれば、そのような

「スペシャリスト」ではない電力社員でも正確

な原因分析・事故報告を行なえるような「ガイ

ド」こそが必要で、その基本は「安全に及ぼす

影響の程度等から、等級に分類する」ような予

断を持たず、生じた事態を正確・厳密・丁寧に

（当該作業員などからの直接の聴取も含め）把

握することで、しかも「作業再開・運転再開の

ため急いで～」というような背景要因にも目を

向ける姿勢があれば十分です。 

 

そのこととも関係しますが、『安全文化ガイド』

では、「健全な安全文化の育成と維持に関するリ

ーダーシップの発揮、健全な安全文化の育成と

維持に関する取組、安全文化に関する状態の評

価及び改善、安全文化に関して組織内部で保持

すべき能力といった視点から確認を行う」＜1.5

＞方針が示されています。ちなみに、「分類 1-

1：経営責任者のリーダーシップの発揮」を求め

る規制庁の強い意志を示すため、（施行に先立ち）

別稿記載の柏崎刈羽（ＫＫ）『保安規定』に東電

社長の「７項目」を“盛り込ませた”ことが推

察されます。 

それはさておき、「視点 1-1-3（解説３）」では

「「安全に関する責任」とは、職員が自らの業務

に責任を持ち、自身の業務や安全において果た

す役割に当事者意識を持って業務を遂行するこ

とをいう。ここでの責任とは、問題等が生じた

際に、責任を追及したり、非難したり、懲罰を

行ったり又は不適合を起こした当事者を特定し

て責任を負わせる趣旨のものではない」として

います。これは、各種事故軽減のためのいわゆ

る『ヒヤリ・ハット報告』のように、報告者に

不利益を課さずに（作業員が思わずヒヤリとし

た・ハッとした）不具合・トラブルの事例を漏

らさずに収集する姿勢の大切さを、（職員＝電力

社員に）示しているものと思われます。 
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さらに、「経営責任者は職員の誰もが安全に関

する責任を認識するようにしなければならない。

＜中略＞ 職員一人一人が「安全に関する責任」

を持つと、気配りや、些細なことへの注意、意

欲向上ができるようになるだけではなく、事故

やトラブルの発生を低減することも期待できる。

自らの決定が関係者に対する挑戦や論争となる

場合においても、正しい判断を行っている自信

の下で、制約を感じることなく行動する」＜補

足説明６＞ことが大切として、「イエスマン」で

はない人材を経営責任者が育てることを事業者

に求めています。でも、そう述べる「規制庁の

お役人」自身が、‘関係者に対する挑戦や論争’

をいとわない姿勢を持っているのか、「関係者＝

事業者」の場合だけ「制約を感じることなく行

動する」ような“上から目線”では、事業者が

「気配りや、些細なことへの注意、意欲向上が

できる」ように導くことはできないと思います

し、同じことは東北電力の「社長」と「社員」

の関係でも、「電力社員」と「協力企業（元請・

下請）」との関係でも、言えることだと思います。 

 

ちょうどこのタイミングで、3.26 女川２内部

被ばくに関する東北電力の「4.13 報告」が出て

いますので、「ガイド」を参考に、原因分析の練

習・安全文化の検証をしてみてはいかがでしょ

うか（別稿の筆者の分析の甘さをご指摘いただ

いても結構です）。 

＜2020.5.5 記＞ 

（仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆●▼▲■◇○▽△□◆ 

 

【女川原発アラカルト】 
【３月】 

21 日（土） 放射能汚染廃棄物の焼却に反対

する仙南の会の学習会（｢正念場を迎える女

川原発再稼働問題｣講師多々良哲氏）、新型

コロナウイルスのため、会場の槻木生涯学習

センターが３月末まで閉館となり、中止に。 

22 日（日） 女川原発の再稼働を許さない！み

やぎアクション会議＆第 5 回 6 月大集会実行

委員会、シルバーセンター和室。 

23 日（月） 「第 23 回女川原子力発電所２号

機の安全性に関する検討会」、パレス宮城野 2

階はぎの間。議題：原子力規制委員会による

審査結果他。コロナ禍のため市民 10 名＋記者

12 名傍聴。原子力規制庁の審査官が審査結果

について説明、委員からそれなりに（これま

でで一番？）突っ込んだ質疑。事務局の原子

力安全対策課から「検討結果（案）」が提示さ

れ、これをたたき台に次回で「まとめ」を行

うことを確認。 

  女川町議会原発対策特別委員会、女川原発

再稼動反対の請願、賛成の陳情、計 3 件の審

議のため、国に説明を求めることを確認。 

環境省、県内全域の河川と湖沼や沿岸計76

地点の公共用水域で2019年10～12月に実施し

た放射性物質モニタリング結果を公表。河川

周辺の土壌から白石川川原子沢合流前右岸

（白石市、阿武隈川水系）で5810㏃/㎏の放

射性セシウムを検出。底質では、七ケ宿ダム

（阿武隈川水系）で568㏃/㎏検出。水質は全

地点で検出下限値（１㏃/㍑）以下。  

24 日（火） 総務省、宮城県が求めていた、廃

炉になった女川原発 1 号機も課税対象になる

核燃料税の変更に同意。 

  東北大｢災害復興新生研究機構｣、東京電力

福島第一廃炉推進カンパニーと包括連携協定

を締結。 

25 日（水） 女川地域原子力防災協議会（内閣

府が 2015 年 5 月に設置）、｢緊急時の対応｣

（避難計画）を｢確認｣。 

26 日（木） 女川原発の避難計画を考える会、

原子力防災会議（議長内閣総理大臣）に対し、

｢緊急時の対応｣＝｢避難計画｣は、十分な審議

がされておらず、実効性に欠けるとして｢了承

するな｣とする｢申入れ書｣を送付し、記者会見。 

  東京電力、『ふるさとを返せ』福島原発避

難者訴訟控訴審仙台高裁判決を不服として上

告。 

27 日（金） 東北電力、女川 2 号機の原子炉建

屋 1 階管理区域内で分解点検した弁を布で除

染作業をしていた下請け労働者（50 代男性）

が、コバルト 60 を体内に取り込み内部被ばく

したと発表。内部被ばく発生は初めて、被ば

く量は 0.05 ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ。（4 月 13 日、除染後の

汚染測定方法が不適切だったとする調査結果

を公表。） 

29日（日） 脱原発東北電力株主の会、株主提

案協力要請発送作業。7名参加。 

31 日（火） 七十七銀行と東北の 5 地銀、加美

町での風力発電事業に融資を実施すると発表。

融資先はジャパン・リニューアルブル・エナ

ジー（東京）が出資する合同会社｢JRE 宮城加

美｣。発電設備は県内最大規模の 4 万 2000 ㌗

（大型風車 10 基）、2023 年 4 月稼働予定。 

環境省、県内全域の河川と湖沼や沿岸計54
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地点の公共用水域で1～2月に実施した放射性

物質モニタリング結果を公表。河川周辺の土

壌から白石川川原子沢合流前左岸（白石市、

阿武隈川水系）で1163㏃/㎏の放射性セシウ

ムを検出。底質では、仙台市の仙台港地先海

域内港で280㏃/㎏検出。水質は全地点で検出

下限値（１㏃/㍑）以下。  

東北電力、「原子力損害の賠償に関する法

律」改正法の施行に伴い、「原子力損害賠償

実施方針」を作成したと発表。 

亘理町、給食の放射性物質測定を終了。 

【４月】 

1 日（水） 原発事故時対応？拠点として移転

新築した、女川原発から北西約 7 ㌔の「県女

川オフサイトセンター（緊急事態応急対策等

拠点施設）」、正式運用開始。 

  東北電力、送配電部門の法的分離（分社化）

を実施。100％子会社の東北電力ネットワーク

（従業員数約 7500 人）が発足。事業持ち株会

社の東北電力は、発電・小売部門を担い、従

業員は約 4500 人。 

  原発の「新検査制度」が施行。国（原子力

規制委員会）が行なってきた定検（施設定期

検査）は廃止され、電力会社が「定期事業者

検査」を実施し、国は「終了証」交付などを

行なわず、「電力会社の一義的責任」に任せる。

運転停止期間の短縮が助長され、機器・配管

等にひび割れ・腐食減肉等の劣化があっても、

電力会社が安全と判断すれば、補修せず放置

したまま、運転期間を今の 13 ヶ月から段階的

に最大 24 ヶ月の連続運転が認められる。 

10 日（金） 東北電力、県・女川町・石巻市な

らびに登米市・東松島市・涌谷町・美里町・

南三陸町に 3 月分の女川原発の点検状況報告。

｢女川原子力発電所１号機は、2020 年 3 月 18

日に原子力規制委員会より、原子炉等規制法

に基づく廃止措置計画が認可され、同日をも

って第 20 回定期検査（2011 年 9 月 10 日～

2020 年 3 月 18 日）は終了し、現在、廃止措

置作業の準備を進めております｣。 

11 日（土） みやぎアクション会議＆第 6 回 6

月大集会実行委員会、エルパーク仙台創作ア

トリエ。12 名参加。 

12日（日） 「ぶんぶんカフェVol.47」、オン

ライン会議で開催。7名参加。 

日本基督教団東北教区放射能問題支援対策

室いずみ、予定していた「かわさき甲状腺エ

コー検査」、新型コロナウィルス肺炎（COVID-

19）の感染蔓延が懸念されるため、中止に。 

15 日（水） みやぎアクション 3 名、東北電力

と面談し「原発の保守管理を優先し、安全対

策工事は一旦止めるように申し入れ」。丁度そ

の日の朝に玄海原発の工事でコロナウイルス

に感染した作業員が出たというニュースが報

じられた。 

16 日（木） 『河北新報』、県内有権者を対象に

した世論調査結果を公表。女川原発 2 号機の

再稼動に｢反対｣｢どちらかといえば反対｣を合

わせた反対意見は計 61.5％。 

17 日（金） 東北電力、重大事故時等における

住民避難用の福祉車両計 11 台を女川町と石

巻市に配備したと発表。 

21 日（火） 内閣府の有識者会議、日本海溝・

千島海溝沿いの巨大地震による津波浸水想定

を公表。ただ、各地の原子力施設が浸水する

深さなど具体的なデータは示されなかった。 

22 日（水） 女川町議会原発対策特別委員会、

紹介議員の阿部美紀子町議と高野晃議員が再

稼動反対請願の提出理由を説明。16 日に資源

エネルギー庁の担当者、22 日に原子力規制庁

の担当者を招いて、それぞれから聴取する予

定だったが、コロナ禍で延期に。 

27 日（月） 東北大、国が整備を目指す国際教

育研究拠点構想で、廃炉や放射線医学を専門

的に研究する分校｢福島浜通り国際キャンパ

ス｣（仮称）の設置を公表。 

28日（火） 女川原発再稼働同意差止仮処分命

令申立第４回審尋（非公開）、仙台地裁405号

法廷。コロナ対策のため、裁判所より債権

者、債務者側双方5名ずつと出廷者制限の要

請があり、債権者側は、弁護団4名、債権者1

名で臨むことに。審尋後の記者会見、報告会

は中止。裁判長が交代（前最高裁調査官、女

性）。債権者：準備書面（5）（6）を提出。 

株主の会、東北電力に株主 217 名・254,900

株で「原子力発電は行なわない」等の 6 議案

の株主提案（25 年連続）を提出し、県庁で記

者会見。3 名参加。 

30 日（木） 東北電力、女川 2 号機の安全対策

工事の完了時期を、2020 年度から 22 年度に

延期すると発表。完了延期は 4 回目。 

【５月】 

6 日（水） みやぎアクション会議＆第 7 回さ

よなら原発大集会実行委員会、オンライン会

議。18 名参加。 

7 日（木） 「脱原発をめざす宮城県議の会」、

「女川地域の緊急時対応」の学習会、議事棟

１階会議室。原子力安全対策課伊藤課長が、

3 月 25 日に東京で行われた「女川地域原子力

防災協議会」での資料「女川地域の緊急時対

応」（概要版と全体版）をもとに 40 分程説明、

県議さん達と質疑。市民 5 名傍聴。 
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12 日（火） 原子力規制を監視する市民の会（東

京都）等全国の 210 市民団体（風の会も賛同）、

規制委に『六ヶ所再処理工場の審査を進めな

いことを求める要望書』提出。13 日、『六ヶ所

再処理施設の操業に向けた「審査書案」とり

まとめに抗議する』声明。 

14 日（木） みやぎアクション等 18 団体、コ

ロナ禍を考慮し代表 3 名、東北電力へ『新型

コロナウイルス感染拡大防止対策に係る緊急

申し入れ』、県政記者クラブで記者会見、宮城

県へ『新型コロナウイルス感染拡大状況下で

の女川原発２号機再稼働「地元同意」手続き

の停止を求める申し入れ』。 

  「第 153 回女川原子力発電所環境調査測定

技術会」及び 5 月 26 日開催予定の「第 153 回

女川原子力発電所環境保全監視協議会」、コロ

ナ禍で延期。 

15 日（金） 石巻市内 14 の市民団体、石巻市

長に「女川原発二号機の再稼働に同意しない

ように求める要請書」を提出。コロナ禍で出

席者を絞ってほしいという市当局からの要請

があり、代表 6 人と 2 人の市議会議員が同

席、副市長に要請書を手交し、意見表明と市

の回答を求めた。 

東北電力、県・女川町・石巻市ならびに登

米市・東松島市・涌谷町・美里町・南三陸町

に 4 月分の女川原発 2・3 号機の「定期事業者

検査」の状況報告。「核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律」の改正

（2020 年 4 月 1 日施行）により、「定期検査」

から「定期事業者検査」に名称を変更。「2020

年 4 月 1 日、女川原子力発電所２号機管理区

域内（原子炉建屋付属棟（廃棄物処理エリア）

地下中３階）の階段室で工事作業後の片付け

を実施していたところ、 入口扉上部の張出し

部で、変色した古いたばこの吸殻１本を発見」

と公表。 

16 日（土） みやぎアクション会議＆第 8 回さ

よなら原発大集会実行委員会、オンライン会

議。15 名参加。 

21 日（木） 県、県議会環境福祉常任委員会で

「原子力災害時避難経路阻害要因調査事業」

の資料を説明、女川原発重大事故時、改善策

を講じても、ＰＡＺ（5 キロ圏）・ＵＰＺ（5～

30 キロ圏）住民の避難時間が、最長で約 3 日

かかるとの試算結果を公表。現状では 5 日以

上要する恐れも。 

『河北新報』、コロナ禍による大口需要減と

太陽光・風力の発電量の増大で、東北電力管

内で大型連休中に、電力需要に占める太陽光・

風力発電比率（速報値）が、過去最高の 77.5％

に達したと報道。東北電力ネットワークによ

れば、5 月 5 日午後 0 時台、需要約 709 万㌗

に対し、出力太陽光約 510 万㌗・風力約 40 万

㌗、計約 550 万㌗だった。 

（空） 

 

●汚染廃棄物「焼却」を 

めぐる動き 
【３月】 

25 日（水） 「大崎耕土を放射能汚染させない

連絡会」三役、本焼却で色麻町早坂町長と加

美町猪股町長と面談。26 日、涌谷の市民団体

3 人も加わり、涌谷町遠藤町長と面談。美里

町長は出張中で、書類の手渡しのみ。各町長

とゆっくり面談でき、それなりに有意義だっ

た。遠藤町長は悩みを色濃くにじませ、「(焼

却が市民との)話し合いもない中、ここまでき

たことが残念」と発言。 

27 日（金） 大崎地域広域行政事務組合、焼

却予算案を可決。 

【４月】 

21 日（火） 大崎連絡会、大崎市を訪問、本

焼却の進捗状況をヒアリング（市民協同推進

部 環境保全課 放射能対策推進室 課長兼室

長他）。本焼却に必要になる前処理施設建設

のための準備（設計など）等何も手がついて

ない状況で、先延ばしに。 

28日（火） 放射能汚染廃棄物の焼却差止め大

崎住民訴訟第９回公判（仙台地裁）、Web運営

の予定だったが、4/20〜5月上旬の公判等は

全て延期に。 

 （空） 

 

●脱原発みやぎ金曜デモ 

※コロナ禍で 2 月 28 日以降お休み中。 
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